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「労働者協同組合法」の速やかなる制定を求める意見書について 
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「労働者協同組合法」の速やかなる制定を求める意見書 

 

 2019年に創立 100年を迎える ILO（国際労働機関）が「労働は商品ではない」「一部の貧

困は全体の繁栄にとって危険である」（フィラデルフィア宣言 1944年）と警鐘を鳴らして

から、すでに半世紀以上が経過しました。しかし、今日グローバル経済が広がる中で、我が

国においても非正規・不安定雇用が広がるなど労働環境は一層厳しくなり、その結果として

格差拡大と貧困の固定化、社会的孤立が広がっています。 

 また、日本社会は人口減少社会、超少子・超高齢化社会という戦後誰も経験したことのな

い未曾有の事態に突入しており、社会の持続可能性が大きな問題となっています。 

 国連は 2015年に、世界に広がる「あらゆる形態の貧困に終止符を打つ」「誰一人取り残さ

れない社会の実現」を掲げて「持続可能な開発目標 2030」（SDGs）を提言、その解決に向け

て協同組合に対して大きな期待を寄せています。 

 我が国においても、働く者や国民が協同で出資し合い、経営に参加しながら協同で仕事を

おこす「労働者協同組合」（日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会、ワーカーズ・

コレクティブネットワークジャパン等）が協同組合の一員として 30年にわたって持続可能

な地域社会の課題に取り組んでいます。現在、「介護保険制度」や「指定管理者制度」など

を活用した高齢者介護や子育てなどの地域福祉、「生活困窮者自立支援制度」や「障害者総

合支援制度」などを活用して、困難を抱える若者や障害のある人、生活困窮状態など社会的

困難にある人と共に働く就労創出、また農業や自伐型林業などの第一次産業ＢＤＦ（バイオ

燃料精製）などの自然エネルギー再生などの事業活動を行っています。「労働者協同組合」

には全国で 10万人が就労に参加、その事業規模は全体で 1,000億円に達しています。 

 しかし、欧米を始めとして先進諸国には「労働者協同組合」が法制度として整備されてい

ますが、我が国には法的根拠がないため、企業組合法人や特定非営利活動法人などの法人格

を便宜的に活用せざるを得ず、社会的理解が十分に得られない中で事業活動を強いられて

います。 

 現在、政府が掲げている「一億総活躍社会」、「地域共生社会の実現」、「まち・ひと・しご

と創生」などの課題に応える協同組合組織として、国会では「与党協同労働の法制化に関す

るワーキングチーム」、また、超党派の「協同組合振興研究議員連盟」において、「労働者協

同組合」の法制化に関する検討が開始されています。 

 「労働者協同組合」が法制化されることで、（1）地域住民の協同による主体的な仕事おこ

しを通じて持続可能な地域づくりに貢献することができ、また（2）自発的な就労機会を創

出することで困難にある人々の就労創出と社会統合への貢献ができる、ものと考えていま

す。 

 働きたいと願う誰もが安心して働ける社会、そしてその働き方が「ディーセントワーク」

（働きがいのある、人間らしい仕事）であるような就労機会の創出をめざし、持続可能な地

域づくりに貢献する「労働者協同組合法」の速やかなる制定を求めるものです。 



 以上、地方自治法第 99条の規定に基づき、意見書を提出します。 
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